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ロシアによるウクライナへの侵略に断固抗議する決議案

 上記決議案を神奈川県議会会議規則第１２条の規定により、次のとおり提出

します。 

  令和 ４ 年 ３ 月 ７ 日 

神奈川県議会議長  小 島 健 一 殿 

神奈川県議会議員  しきだ 博 昭 

同 松 本 清 

同 永 田 磨梨奈 

同 田 中 信 次 

同 新 堀 史 明 

同 山 口 貴 裕 

同 米 村 和 彦 

同 栄 居 学 

同 井 坂 新 哉 

同 谷口 かずふみ 

同 高 橋 栄一郎 

同 斉 藤 たかみ 

同 梅 沢 裕 之 

同 相 原 高 広 

同 曽我部 久美子 



 

ロシアによるウクライナへの侵略に断固抗議する決議（案）  

 

２月２４日に始まったロシアによるウクライナへの侵略により、女性や子供を

含む一般市民に多数の死傷者が出ている。武力の行使により独立国家の主権を侵

害し、市民の生命・財産・自由を奪う行為は、国際社会の平和と秩序、安全を脅

かし、国際連合憲章に反する行為であり、到底容認できるものではなく、強く抗

議する。 

また、ロシアのプーチン大統領が核兵器使用を示唆したことは、唯一の被爆国

として断じて許すことはできず、強い憤りを感じる。 

ロシアの軍事行動は、欧州にとどまらず、アジアを含む国際社会の秩序の根幹

を揺るがす、極めて深刻な事態であり、我が国の安全保障の観点からも決して看

過することはできない。 

加えて、ウクライナに拠点を置く日本企業をはじめ、現地在留邦人の生命も危

ぶまれる事態である。 

ウクライナのオデッサ州と本県とは、１９８６年の友好交流の発展に関する共

同声明に調印以降、友好関係を継続してきた。ウクライナの人々が今この瞬間に

も生命の危機にさらされていることを案じている。 

日本政府においては、国際社会と連携し、あらゆる外交努力によって、更なる

制裁を含めた適切な措置を講じるとともに、エネルギー価格の高騰などによる国

内経済への影響、ウクライナに在住する邦人の安全確保や、ウクライナの方々へ

の人道的支援についても万全の対応が求められる。 

神奈川県議会は、武力を背景にした一方的な現状変更に強く抗議し、ロシア軍

の即時かつ無条件での完全撤退を求め、早期の平和的解決が図られることを希求

する。 

 

以上のとおり決議する。 

 

令和   年   月  日 

 

神 奈 川 県 議 会   

 

         


